
２．首都圏の産業廃棄物の広域移動の状況

（１）広域移動量及び移動の特徴

平成12年度に首都圏において都県を越えて中間処理目的で広域移動した産業廃棄物

量は954.1万ﾄﾝ(11年度は893.5万ﾄﾝ)、そのうち圏域外に移動したものは71.8万ﾄﾝ(11年

度は55.5万ﾄﾝ)である。都県別にみると、特に東京都からの都外搬出量が551.6万ﾄﾝと

約６割を占め、首都圏内の埼玉県、千葉県、神奈川県に移動している量が際立って多

い（表－５、図－２）。

表－５ 首都圏の産業廃棄物の都県外移動状況（平成12年度）（中間処理目的）

（注1）１000ﾄﾝ未満は四捨五入しているため合計値が一致しない場合がある。

平成12年度に首都圏において都県を越えて最終処分目的で広域移動した産業廃棄物

量は123.6万ﾄﾝ(11年度は131.7万ﾄﾝ)、そのうち約６割の70.5万ﾄﾝ(11年度は80.4万ﾄﾝ)

が圏域外に移動している。都県別にみると、中間処理目的で東京都から搬入される量

が多い埼玉県、神奈川県の県外搬出量が多いことから、東京都から搬入された産業廃

棄物が隣接県で中間処理された後、圏域外等に運搬されて最終処分されたと考えられ

る。移動先でみると、首都圏外では、愛知県、福岡県等に運搬されて最終処分されて

いる（表－６、図－２）。

表－６ 首都圏の産業廃棄物の都県外移動状況（平成12年度）（最終処分目的）

（注1）１000ﾄﾝ未満は四捨五入しているため合計値が一致しない場合がある。

（単位：万トン／年）

都県外移動量

（首都圏域外）

61.0 栃木県 埼玉県 福島県 千葉県 神奈川県
(10.2) 20.4 18.1 6.5 5.2 3.1
35.1 埼玉県 群馬県 茨城県 福島県 神奈川県
(8.0) 8.4 7.5 7.4 5.5 2.0
35.6 埼玉県 栃木県 神奈川県 新潟県 福島県
(6.0) 14.1 10.2 2.3 2.1 1.9
99.9 栃木県 千葉県 群馬県 東京都 茨城県

(11.9) 26.9 15.5 15.2 13.3 9.1
63.6 埼玉県 栃木県 東京都 神奈川県 茨城県
(6.9) 26.7 9.2 7.8 7.6 4.0

551.6 埼玉県 千葉県 神奈川県 栃木県 群馬県
(13.6) 224.7 177.9 104.4 23.3 5.2
107.3 東京都 千葉県 埼玉県 栃木県 茨城県
(15.3) 30.4 23.0 14.9 14.1 8.6

首 都 圏 954.1 埼玉県 千葉県 神奈川県 栃木県 東京都
合      計 (71.8) 307.0 224.4 127.4 104.1 54.1
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（単位：万トン／年）

都県外移動量

（首都圏域外）

14.3 福岡県 愛知県 千葉県 福島県 群馬県
(10.6) 7.1 1.6 1.5 1.4 1.4

6.0 群馬県 神奈川県 愛知県 秋田県 宮城県
(3.2) 1.5 1.2 1.0 0.7 0.6

5.7 広島県 神奈川県 岐阜県 富山県 栃木県
(3.7) 1.5 1.5 0.6 0.5 0.5
43.8 愛知県 栃木県 福岡県 群馬県 神奈川県

(24.6) 9.6 8.1 5.9 5.6 4.5
4.6 愛知県 福岡県 富山県 神奈川県 埼玉県

(3.7) 1.6 1.1 1.0 0.6 0.1
14.4 広島県 千葉県 栃木県 愛知県 群馬県
(6.6) 3.3 2.5 1.7 1.6 1.6
34.8 愛知県 千葉県 栃木県 福岡県 広島県

(18.0) 10.3 10.0 6.2 4.1 0.8
首 都 圏 123.6 愛知県 福岡県 栃木県 千葉県 群馬県
合      計 (70.5) 26.1 18.5 17.0 14.6 10.3
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図－２ 首都圏の産業廃棄物の広域移動状況（平成12年度）

）（中間処理目的、最終処分目的

なお、平成12年度に中間処理又は最終処分目的で都道府県を越えて広域移動した産

業廃棄物の量（県外搬出量）の全国計は2,493.4万ﾄﾝとなっており、首都圏からの移動

量（1,077.6万ﾄﾝ）は２分の１近くを占めている（表－７）。

表－７ 産業廃棄物の都道府県外移動状況（平成12年度）

（注1）その他は、排出都道府県が明確でないもの。
（注2）１000ﾄﾝ未満は四捨五入しているため合計値が一致しない場合がある。
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（単位：万トン/年）

排出都道府県外移動量

圏域内移動量 圏域外移動量

北海道・東北 116.3 (4.7%) 83.3 33.1

首都圏 1,077.6 (43.2%) 935.3 142.3

中部 405.0 (16.2%) 280.1 124.9

近畿 384.4 (15.4%) 242.4 142.0

中国 226.9 (9.1%) 124.2 102.7

四国 97.6 (3.9%) 30.5 67.0

九州・沖縄 115.2 (4.6%) 104.7 10.5

その他(注1） 70.4 (2.8%) 70.4

合計 2,493.4 (100.0%) 1,800.6 692.8

圏      域



（２）廃棄物の種類別広域移動量

首都圏における産業廃棄物の都県外移動量を廃棄物の種類別にみると、中間処理目

的の場合、がれき類及び汚泥の２品目で約６割を占めている。最終処分目的の場合、

廃プラスチック類、汚泥、がれき類並びにガラス及び陶磁器くず４品目で約８割を占

めている。（図－３）

図－３ 首都圏の産業廃棄物の種類別都県外移動量（平成12年度）
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